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佐倉市条例第   号 

   佐倉市手数料条例の一部を改正する条例 

 佐倉市手数料条例（平成１２年佐倉市条例第８号）の一部を次のように改正

する。 

 附則に次の１項を加える。 

 （コンビニ交付に係る手数料の額の特例） 

８ 令和７年度に限り、別表第１の１の項、１２の項、１７の項及び１９の項

の地方公共団体情報システム機構によるコンビニエンスストア等における証

明書等の自動交付（以下この項において「コンビニ交付」という。）に係る手

数料の額は、それぞれ当該手数料の額の欄に定めるコンビニ交付に係る手数

料の額から１００円を減じた額とする。 

 別表第１の２９の項中「よる犬の登録」の次に「（動物の愛護及び管理に関す

る法律（昭和４８年法律第１０５号）第３９条の７第２項の規定により狂犬病

予防法第４条第１項の規定による犬の登録の申請があったものとみなされる場

合における当該登録を除く。）」を加え、同表４２の項から４５の項までを次の

ように改める。 

４２ 建築基準法（昭

和２５年法律

第２０１号）第

６条第１項（同

法第８７条第

１項において

準用する場合

を含む。）の規

定による建築

物の建築等に

関する確認の

申請に対する

建築物に

関する確

認申請手

数料 

確認の

申請に

係る計

画に建

築基準

法第８

７条の

４の昇

降機に

係る部

分が含

まれな

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き１１，０

００円 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き１９，０

００円 

床面積の合計

が１００平方

１件につ

き３２，０



審査 い場合 メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

００円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４３，０

００円 

床面積の合計

が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

１件につ

き７４，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

以下のもの 

１件につ

き１０万

円 

床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き２８万

円 

床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き４１万

円 

床面積の合計

が５万平方メ

１件につ

き８０万



ートルを超え

るもの 

円 

備考 

 １ 建築物を建築する場

合（２に規定する場合及

び移転する場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該建築に係る部分の

床面積について算定す

る。 

 ２ 建築基準法第６条第

４項の規定による確認

（以下「建築主事の確

認」という。）を受けた

建築物の計画を変更し

て建築物を建築する場

合（移転する場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該計画の変更に係る

部分の床面積の合計の

２分の１（床面積を増加

する部分にあっては、当

該増加する部分の床面

積）について算定する。 

 ３ 建築物を移転し、その

大規模の修繕若しくは

大規模の模様替をし、又

はその用途を変更する

場合（７に規定する場合

を除く。）の床面積の合

計は、当該移転、修繕、

模様替又は用途の変更

に係る部分の床面積の

２分の１について算定

する。 

 ４ 建築主事の確認を受

 



けた建築物の計画を変

更して建築物を建築す

る場合（移転する場合を

除く。）であって、当該

申請をする直前に建築

基準法第７条の４第３

項の規定による中間検

査合格証の交付を受け

ているときにおける手

数料の額は、当該計画の

変更に係る部分の床面

積の合計について算定

した手数料の額に、当該

建築物（変更に係る部分

を除く。）の床面積の合

計の２分の１の面積に

ついて算定した手数料

の額を加算した額とす

る。 

 ５ 建築基準法第６条の

２第１項の規定による

確認（以下「指定確認検

査機関の確認」という。）

を受けた建築物の計画

を変更して建築物を建

築する場合（移転する場

合を除く。）の手数料の

額は、当該計画の変更に

係る部分の床面積の合

計について算定した手

数料の額に、当該建築物

（変更に係る部分を除

く。）の床面積の合計の

２分の１の面積につい

て算定した手数料の額

を加算した額とする。 



 ６ 指定確認検査機関の

確認を受けた建築物の

計画を変更して建築物

を建築する場合（移転す

る場合を除く。）であっ

て、当該申請をする直前

に建築基準法第７条の

３第５項の規定による

中間検査合格証（以下

「建築主事の中間検査

合格証」という。）の交

付を受けているときの

床面積の合計は、当該計

画の変更に係る部分の

床面積の合計の２分の

１（床面積を増加する部

分にあっては、当該増加

する部分の床面積）につ

いて算定する。 

 ７ 確認を受けた建築物

の計画を変更して建築

物を移転し、その大規模

の修繕若しくは大規模

の模様替をし、又はその

用途を変更する場合の

床面積の合計は、当該計

画の変更に係る部分の

床面積の２分の１につ

いて算定する。 

 ８ 確認の申請に係る建

築物の建築が建築物の

エネルギー消費性能の

向上等に関する法律（平

成２７年法律第５３号）

第１１条第１項ただし

書の特定建築行為（建築



物のエネルギー消費性

能の向上等に関する法

律施行規則（平成２８年

国土交通省令第５号）第

２条第１項第１号に該

当する場合に限る。）で

ある場合の手数料の額

は、上記にそれぞれ定め

る額に、１３７の２の項

に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ手数料の額の欄

に定める額を加算した

額とする。 

確認の申請に係る計画

に建築基準法第８７条

の４の昇降機に係る部

分が含まれる場合 

１件につ

き確認の

申請に係

る計画に

建築基準

法第８７

条の４の

昇降機に

係る部分

が含まれ

ない場合

の手数料

の額に、当

該昇降機

について、

９２の項

に掲げる

区分に応

じ、それぞ

れ手数料

の額の欄

に定める

額の合計



額を加算

した額 

４３ 建築基準法第

７条第１項の

規定による建

築物（同法第７

条の３第１項

の特定工程に

係る建築物を

除く。）に関す

る完了検査の

申請に対する

検査 

建築物に

関する完

了検査申

請手数料 

完了検

査の申

請に係

る計画

に建築

基準法

第８７

条の４

の昇降

機に係

る部分

が含ま

れない

場合 

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２４，０

００円 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２７，０

００円 

床面積の合計

が１００平方

メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４２，０

００円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き５４，０

００円 

床面積の合計

が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

１件につ

き７９，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

以下のもの 

１件につ

き１１万

円 



床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き２０万

円 

床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き３２万

円 

床面積の合計

が５万平方メ

ートルを超え

るもの 

１件につ

き６６万

円 

備考 

 １ 建築主事の確認を受

けた建築物を建築した

場合（移転した場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該建築に係る部分の

床面積について算定す

る。 

 ２ 建築主事の確認を受

けた建築物を移転し、又

はその大規模の修繕若

しくは大規模の模様替

をした場合の床面積の

合計は、当該移転、修繕

又は模様替に係る部分

の床面積の２分の１に

ついて算定する。 

 ３ 指定確認検査機関の

確認を受けた建築物を

建築し、又はその大規模



の修繕若しくは大規模

の模様替をした場合の

手数料の額は、上記にそ

れぞれ定める額に、当該

建築物の床面積の合計

について４２の項に掲

げる確認の申請に係る

計画に建築基準法第８

７条の４の昇降機に係

る部分が含まれない場

合の区分により算定し

た額の２分の１の額を

加算した額とする。 

完了検査の申請に係る

計画に建築基準法第８

７条の４の昇降機に係

る部分が含まれる場合 

１件につ

き完了検

査の申請

に係る計

画に建築

基準法第

８７条の

４の昇降

機に係る

部分が含

まれない

場合の手

数料の額

に、当該昇

降機につ

いて、９２

の項に掲

げる区分

に応じ、そ

れぞれ手

数料の額

の欄に定

める額の



合計額を

加算した

額 

４４ 建築基準法第

７条第１項の

規定による建

築物（同法第７

条の３第１項

の特定工程に

係る建築物に

限る。）に関す

る完了検査の

申請に対する

検査 

特定工程

に係る建

築物に関

する完了

検査申請

手数料 

完了検

査の申

請に係

る計画

に建築

基準法

第８７

条の４

の昇降

機に係

る部分

が含ま

れない

場合 

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２３，０

００円 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２６，０

００円 

床面積の合計

が１００平方

メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４万円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き５万円 

床面積の合計

が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

１件につ

き７２，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

１件につ

き１０万

円 



以下のもの 

床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き１９万

円 

床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き３１万

円 

床面積の合計

が５万平方メ

ートルを超え

るもの 

１件につ

き６４万

円 

備考 

 １ 建築主事の確認又は

建築主事の中間検査合

格証の交付を受けた建

築物を建築した場合（移

転した場合を除く。）の

床面積の合計は、当該建

築に係る部分の床面積

について算定する。 

 ２ 建築主事の確認若し

くは建築主事の中間検

査合格証の交付を受け

た建築物を移転し、又は

その大規模の修繕若し

くは大規模の模様替を

した場合の床面積の合

計は、当該移転、修繕又

は模様替に係る部分の

床面積の２分の１につ



いて算定する。 

 ３ 指定確認検査機関の

確認を受けた建築物を

建築し、又はその大規模

の修繕若しくは大規模

の模様替をした場合の

手数料の額は、上記にそ

れぞれ定める額に、当該

建築物の床面積の合計

について４２の項に掲

げる確認の申請に係る

計画に建築基準法第８

７条の４の昇降機に係

る部分が含まれない場

合の区分により算定し

た額の２分の１の額を

加算した額とする。 

完了検査の申請に係る

計画に建築基準法第８

７条の４の昇降機に係

る部分が含まれる場合 

１件につ

き完了検

査の申請

に係る計

画に建築

基準法第

８７条の

４の昇降

機に係る

部分が含

まれない

場合の手

数料の額

に、当該昇

降機につ

いて、９２

の項に掲

げる区分

に応じ、そ



れぞれ手

数料の額

の欄に定

める額の

合計額を

加算した

額 

４５ 建築基準法第

７条の３第１

項の規定によ

る建築物に関

する中間検査

の申請に対す

る検査 

建築物に

関する中

間検査申

請手数料 

中間検査を行う部分の

床面積の合計（以下この

項において「床面積の合

計」という。）が３０平

方メートル以下のもの 

１件につ

き２１，０

００円 

床面積の合計が３０平

方メートルを超え１０

０平方メートル以下の

もの 

１件につ

き２３，０

００円 

床面積の合計が１００

平方メートルを超え２

００平方メートル以下

のもの 

１件につ

き３３，０

００円 

床面積の合計が２００

平方メートルを超え３

００平方メートル以下

のもの 

１件につ

き３９，０

００円 

床面積の合計が３００

平方メートルを超え１，

０００平方メートル以

下のもの 

１件につ

き５７，０

００円 

床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以下のもの 

１件につ

き８万円 

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え

１万平方メートル以下

のもの 

１件につ

き１８万

円 



床面積の合計が１万平

方メートルを超え５万

平方メートル以下のも

の 

１件につ

き２９万

円 

床面積の合計が５万平

方メートルを超えるも

の 

１件につ

き６３万

円 

備考 

 １ 建築主事の確認を受けた建築

物を建築した場合の床面積の合

計は、中間検査を行う部分の床

面積について算定する。 

 ２ 指定確認検査機関の確認を受

けた建築物を建築した場合の手

数料の額は、上記に定める額に、

当該建築物の床面積の合計につ

いて４２の項に掲げる確認の申

請に係る計画に建築基準法第８

７条の４の昇降機に係る部分が

含まれない場合の区分により算

定した額の２分の１の額を加算

した額とする。 

 別表第１の４６の項中「が確認特例建築物以外の建築物に係るものであって、

当該計画」を削り、同表４７の項から５０の項までを次のように改める。 

４７ 建築基準法第

１８条第２項

（同法第８７

条第１項にお

いて準用する

場合を含む。）

の規定による

建築物の建築

等に関する計

画の通知に対

する審査 

建築物に

関する計

画通知手

数料 

計画の

通知に

係る計

画に建

築基準

法第８

７条の

４の昇

降機に

係る部

分が含

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き１１，０

００円 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き１９，０

００円 

床面積の合計 １件につ



まれな

い場合 

が１００平方

メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

き３２，０

００円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４３，０

００円 

床面積の合計

が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

１件につ

き７４，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

以下のもの 

１件につ

き１０万

円 

床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き２８万

円 

床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き４１万

円 

床面積の合計 １件につ



が５万平方メ

ートルを超え

るもの 

き８０万

円 

備考 

 １ 建築物を建築する場

合（２に規定する場合及

び移転する場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該建築に係る部分の

床面積について算定す

る。 

 ２ 確認を受けた建築物

の計画を変更して建築

物を建築する場合（移転

する場合を除く。）の床

面積の合計は、当該計画

の変更に係る部分の床

面積の合計の２分の１

（床面積を増加する部

分にあっては、当該増加

する部分の床面積）につ

いて算定する。 

 ３ 建築物を移転し、その

大規模の修繕若しくは

大規模の模様替をし、又

はその用途を変更する

場合（４に規定する場合

を除く。）の床面積の合

計は、当該移転、修繕、

模様替又は用途の変更

に係る部分の床面積の

２分の１について算定

する。 

 ４ 確認を受けた建築物

の計画を変更して建築

物を移転し、その大規模

 



の修繕若しくは大規模

の模様替をし、又はその

用途を変更する場合の

床面積の合計は、当該計

画の変更に係る部分の

床面積の２分の１につ

いて算定する。 

 ５ 確認の申請に係る建

築物の建築が建築物の

エネルギー消費性能の

向上等に関する法律第

１２条第２項ただし書

の特定建築行為（建築物

のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律

施行規則第２条第１項

第１号に該当する場合

に限る。）である場合の

手数料の額は、上記にそ

れぞれ定める額に、１３

７の３の項に掲げる区

分に応じ、それぞれ手数

料の額の欄に定める額

を加算した額とする。 

 計画の通知に係る計画

に建築基準法第８７条

の４の昇降機に係る部

分が含まれる場合 

１件につ

き計画の

通知に係

る計画に

建築基準

法第８７

条の４の

昇降機に

係る部分

が含まれ

ない場合

の手数料



の額に、当

該昇降機

について、

９５の項

に掲げる

区分に応

じ、それぞ

れ手数料

の額の欄

に定める

額の合計

額を加算

した額 

４８ 建築基準法第

１８条第２０

項の規定によ

る建築物（同法

第７条の３第

１項の特定工

程に係る建築

物を除く。）に

関する工事の

完了の通知に

対する検査 

建築物に

関する工

事完了通

知手数料 

工事の

完了の

通知に

係る計

画に建

築基準

法第８

７条の

４の昇

降機に

係る部

分が含

まれな

い場合 

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２４，０

００円 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２７，０

００円 

床面積の合計

が１００平方

メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４２，０

００円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き５４，０

００円 

床面積の合計 １件につ



が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

き７９，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

以下のもの 

１件につ

き１１万

円 

床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き２０万

円 

床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き３２万

円 

床面積の合計

が５万平方メ

ートルを超え

るもの 

１件につ

き６６万

円 

備考 

 １ 建築物を建築した場

合（移転した場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該建築に係る部分の

床面積について算定す

る。 

 ２ 建築物を移転し、又は

その大規模の修繕若し



くは大規模の模様替を

した場合の床面積の合

計は、当該移転、修繕又

は模様替に係る部分の

床面積の２分の１につ

いて算定する。 

工事の完了の通知に係

る計画に建築基準法第

８７条の４の昇降機に

係る部分が含まれる場

合 

１件につ

き工事の

完了の通

知に係る

計画に建

築基準法

第８７条

の４の昇

降機に係

る部分が

含まれな

い場合の

手数料の

額に、当該

昇降機に

ついて、９

５の項に

掲げる区

分に応じ、

それぞれ

手数料の

額の欄に

定める額

の合計額

を加算し

た額 

４９ 建築基準法第

１８条第２０

項の規定によ

る建築物（同法

特定工程

に係る建

築物に関

する工事

工事の

完了の

通知に

係る計

床面積の合計

が３０平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２３，０

００円 



第７条の３第

１項の特定工

程に係る建築

物に限る。）に

関する工事の

完了の通知に

対する検査 

完了通知

手数料 

画に建

築基準

法第８

７条の

４の昇

降機に

係る部

分が含

まれな

い場合 

床面積の合計

が３０平方メ

ートルを超え

１００平方メ

ートル以下の

もの 

１件につ

き２６，０

００円 

床面積の合計

が１００平方

メートルを超

え２００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き４万円 

床面積の合計

が２００平方

メートルを超

え３００平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き５万円 

床面積の合計

が３００平方

メートルを超

え１，０００平

方メートル以

下のもの 

１件につ

き７２，０

００円 

床面積の合計

が１，０００平

方メートルを

超え２，０００

平方メートル

以下のもの 

１件につ

き１０万

円 

床面積の合計

が２，０００平

方メートルを

超え１万平方

メートル以下

のもの 

１件につ

き１９万

円 



床面積の合計

が１万平方メ

ートルを超え

５万平方メー

トル以下のも

の 

１件につ

き３１万

円 

床面積の合計

が５万平方メ

ートルを超え

るもの 

１件につ

き６４万

円 

備考 

 １ 建築物を建築した場

合（移転した場合を除

く。）の床面積の合計は、

当該建築に係る部分の

床面積について算定す

る。 

 ２ 建築物を移転し、又は

その大規模の修繕若し

くは大規模の模様替を

した場合の床面積の合

計は、当該移転、修繕又

は模様替に係る部分の

床面積の２分の１につ

いて算定する。 

工事の完了の通知に係

る計画に建築基準法第

８７条の４の昇降機に

係る部分が含まれる場

合 

１件につ

き工事の

完了の通

知に係る

計画に建

築基準法

第８７条

の４の昇

降機に係

る部分が

含まれな



い場合の

手数料の

額に、当該

昇降機に

ついて、９

５の項に

掲げる区

分に応じ、

それぞれ

手数料の

額の欄に

定める額

の合計額

を加算し

た額 

５０ 建築基準法第

１８条第２８

項の規定によ

る特定工程の

工事終了の通

知に対する検

査 

特定工程

工事終了

通知手数

料 

検査を行う部分の床面

積の合計（以下この項に

おいて「床面積の合計」

という。）が３０平方メ

ートル以下のもの 

１件につ

き２１，０

００円 

床面積の合計が３０平

方メートルを超え１０

０平方メートル以下の

もの 

１件につ

き２３，０

００円 

床面積の合計が１００

平方メートルを超え２

００平方メートル以下

のもの 

１件につ

き３３，０

００円 

床面積の合計が２００

平方メートルを超え３

００平方メートル以下

のもの 

１件につ

き３９，０

００円 

床面積の合計が３００

平方メートルを超え１，

０００平方メートル以

下のもの 

１件につ

き５７，０

００円 



床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え

２，０００平方メートル

以下のもの 

１件につ

き８万円 

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え

１万平方メートル以下

のもの 

１件につ

き１８万

円 

床面積の合計が１万平

方メートルを超え５万

平方メートル以下のも

の 

１件につ

き２９万

円 

床面積の合計が５万平

方メートルを超えるも

の 

１件につ

き６３万

円 

 別表第１の５１の項中「第１８条第２４項第１号」を「第１８条第３８項第

１号」に改め、同表９２の項中「１１，０００円」を「１３，０００円」に、「６，

０００円」を「９，０００円」に、「８，０００円」を「１万円」に、「５，０

００円」を「８，０００円」に改め、同表９３の項中「１１，０００円」を「１

３，０００円」に、「６，０００円」を「９，０００円」に、「８，０００円」

を「１万円」に、「５，０００円」を「８，０００円」に改め、同表９４の項中

「１４，０００円」を「２２，０００円」に、「９，１００円」を「１４，００

０円」に改め、同表９５の項中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０項」

に、「１４，０００円」を「２２，０００円」に、「９，１００円」を「１４，

０００円」に改め、同表９６の項中「９，６００円」を「１２，０００円」に、

「６，０００円」を「９，０００円」に改め、同表９７の項中「１万円」を「１

６，０００円」に改め、同表９８の項中「９，６００円」を「１２，０００円」

に、「６，０００円」を「９，０００円」に改め、同表９９の項中「第１８条第

１６項」を「第１８条第２０項」に、「１万円」を「１６，０００円」に改め、



同表１００の項中「建築基準法施行令」の次に「（昭和２５年政令第３３８号）」

を加え、同表１２３の項及び１２４の項を次のように改める。 

１２

３ 

宅地造成等規

制法の一部を

改正する法律

（令和４年法

律第５５号）附

則第２条第２

項の規定によ

りなお従前の

例によること

とされる同法

による改正前

の宅地造成等

規制法（昭和３

６年法律第１

９１号）第１２

条第１項の規

定による宅地

造成に関する

工事の計画の

変更許可の申

請に対する審

査 

宅地造成

工事計画

変更許可

申請手数

料 

 １件につ

き、次に掲

げる額を合

算した額。

ただし、そ

の額が４２

万円を超え

るときは、

その手数料

の額は、４

２万円とす

る。 

ア 宅地造

成に関す

る工事の

設計の変

更（イに

規定する

変更のみ

に該当す

る場合を

除く。）

について

は、変更

前の切土

又は盛土

をする土

地の次の

（ア）か

ら（コ）

までに掲

げる面積

（イに規



定する変

更がない

場合であ

って、切

土又は盛

土をする

土地の縮

小を伴う

ときにあ

っては、

縮小後の

切土又は

盛土をす

る土地の

次の（ア）

から（コ）

までに掲

げる面

積）に応

じ、当該

（ア）か

ら（コ）

までに規

定する額

に１０分

の１を乗

じて得た

額 

（ア）５０

０平方

メート

ル以下

の面積 

１２，

０００

円 



（イ）５０

０平方

メート

ルを超

え１，

０００

平方メ

ートル

以下の

面積 

２１，

０００

円 

（ウ）１，

０００

平方メ

ートル

を超え

２，０

００平

方メー

トル以

下の面

積 ３

１，０

００円 

（エ）２，

０００

平方メ

ートル

を超え

５，０

００平

方メー

トル以

下の面



積 ４

７，０

００円 

（オ）５，

０００

平方メ

ートル

を超え

１万平

方メー

トル以

下の面

積 ６

７，０

００円 

（カ）１万

平方メ

ートル

を超え

２万平

方メー

トル以

下の面

積 １

１万円 

（キ）２万

平方メ

ートル

を超え

４万平

方メー

トル以

下の面

積 １

７万円 

（ク）４万



平方メ

ートル

を超え

７万平

方メー

トル以

下の面

積 ２

５万円 

（ケ）７万

平方メ

ートル

を超え

１０万

平方メ

ートル

以下の

面積 

３４万

円 

（コ）１０

万平方

メート

ルを超

える面

積 ４

２万円 

イ 切土又

は盛土を

する新た

な土地に

係る宅地

造成に関

する工事

の設計の

変更につ



いては、

当該切土

又は盛土

をする新

たな土地

のア（ア）

から（コ）

までに掲

げる面積

に応じ、

当該（ア）

から（コ）

までに規

定する額 

ウ その他

の変更に

ついて

は、１万

円 

１２

４ 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法第１８条

第１項の規定

による中間検

査の申請に対

する審査（同法

第１５条第２

項の規定によ

り同法第１２

条第１項の許

可を受けたも

のとみなされ

た宅地造成又

は特定盛土等

に関する工事

に係るものに

宅地造成

工事中間

検査申請

手数料 

盛土又は切土をする土

地の面積が３，０００

平方メートル以下のも

の 

１件につき

３，１００

円 

盛土又は切土をする土

地の面積が３，０００

平方メートルを超え２

万平方メートル以下の

もの 

１件につき

６，２００

円 

盛土又は切土をする土

地の面積が２万平方メ

ートルを超え４万平方

メートル以下のもの 

１件につき

１２，４０

０円 

盛土又は切土をする土

地の面積が４万平方メ

ートルを超え７万平方

メートル以下のもの 

１件につき

２４，９０

０円 



限る。） 盛土又は切土をする土

地の面積が７万平方メ

ートルを超え１０万平

方メートル以下のもの 

１件につき

４３，６０

０円 

盛土又は切土をする土

地の面積が１０万平方

メートルを超えるもの 

１件につき

６２，３０

０円 

 別表第１の１３２の項中「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項」を「建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第１４条第１項」に、「同条第２号ただし書」を「第

２号ただし書」に改め、同表１３３の項中「第１５条第１項」を「第１４条第

１項」に、 

「 

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令第１０

条第２号

イ（１）

及 び ロ

（１）に

よるもの 

延べ面積が２０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき３４，０

００円 

延べ面積が２０

０平方メートル

以上のもの 

１件につき３８，０

００円 

                         」を 

「 

誘 導 仕

様・計算

併用法に

よるもの 

延べ面積が２０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき２５，００

０円 

延べ面積が２０

０平方メートル

以上のもの 

１件につき２８，００

０円 



その他 

の基準に

よるもの 

延べ面積が２０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき３４，００

０円 

延べ面積が２０

０平方メートル

以上のもの 

１件につき３８，００

０円 

                         」に、 

「 

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準等を

定める省

令第１０

条第２号

イ（１）

及 び ロ

（１）に

よるもの 

延べ面積が３０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき６８，０

００円 

延べ面積が３０

０平方メートル

以上２，０００

平方メートル未

満のもの 

１件につき１１５，

０００円 

延べ面積が２０

００平方メート

ル以上５，００

０平方メートル

未満のもの 

１件につき１９５，

０００円 

延べ面積が５，

０００平方メー

トル以上のもの 

１件につき２８万円 

                        」を 

「 

誘 導 仕

様・計算

併用法に

よるもの 

延べ面積が３０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき５万円 

延べ面積が３０

０平方メートル

以上２，０００平

方メートル未満

のもの 

１件につき８５，００

０円 



延べ面積が２，０

００平方メート

ル以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

１件につき１４９，０

００円 

延べ面積が５，０

００平方メート

ル以上のもの 

１件につき２１７，０

００円 

その他 

の基準に

よるもの 

延べ面積が３０

０平方メートル

未満のもの 

１件につき６８，００

０円 

延べ面積が３０

０平方メートル

以上２，０００平

方メートル未満

のもの 

１件につき１１５，０

００円 

延べ面積が２０

００平方メート

ル以上５，０００

平方メートル未

満のもの 

１件につき１９５，０

００円 

延べ面積が５，０

００平方メート

ル以上のもの 

１件につき２８万円 

                        」に、 

「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第１号イ（１）及び

ロ（１）によるもの」を「その他の基準によるもの」に、 

「 

備考 

１ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分

の床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

２ モデル建築物基準とは、建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令（以下この備考において「省令」という。）第１０

条第１号イ（２）及びロ（２）に定める基準をいう。 



３ 誘導仕様基準とは、省令第１０条第２号イ（２）及びロ（２）

に定める基準をいう。 

４ 複合建築物に係る低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

の額は、当該複合建築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、

住宅部分についてはその単位住戸の数が一である場合にあっ

ては一戸建ての住宅と、その他の場合にあっては共同住宅等

と、非住宅部分については非住宅建築物とそれぞれみなして手

数料の額を算定した場合の当該手数料の額に相当する額の合

計額とする。 

５ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定

による申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請

手数料（技術的審査を受けていないもの）の額は、低炭素建築

物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けていないも

の）の節に掲げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額

に、４７の項に掲げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める

額を加算した額とする。 

６ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則第４６条の２の規定による軽微な変更に

該当していることを証明する場合は、低炭素建築物新築等計画

認定申請手数料（技術的審査を受けていないもの）に２分の１

を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とする。 

                               」を 

「 

備考 

１ 誘導仕様基準とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令（以下この備考において「省令」という。）第１０条第

２号イ（２）及びロ（２）に定める基準をいう。 

２ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当該建築に係る部分

の床面積と審査を要する既存部分の床面積の合計をいう。 

３ 誘導仕様・計算併用法とは、省令第１０条第２号イ（１）及

びロ（２）に定める基準又は同号イ（２）及びロ（１）に定め

る基準をいう。 

４ モデル建築物基準とは、省令第１０条第１号イ（２）及びロ

（２）に定める基準をいう。 



５ 複合建築物に係る低炭素建築物新築等計画認定申請手数料

の額は、当該複合建築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、

住宅部分についてはその単位住戸の数が一である場合にあっ

ては一戸建ての住宅と、その他の場合にあっては共同住宅等

と、非住宅部分については非住宅建築物とそれぞれみなして手

数料の額を算定した場合の当該手数料の額に相当する額の合

計額とする。 

６ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定

による申出があった場合の低炭素建築物新築等計画認定申請

手数料（技術的審査を受けていないもの）の額は、低炭素建築

物新築等計画認定申請手数料（技術的審査を受けていないも

の）の節に掲げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める額

に、４７の項に掲げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める

額を加算した額とする。 

７ 低炭素建築物新築等計画について、都市の低炭素化の促進に

関する法律施行規則第４６条の２の規定による軽微な変更に

該当していることを証明する場合は、低炭素建築物新築等計画

認定申請手数料（技術的審査を受けていないもの）に２分の１

を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とする。 

                               」に改め、

同表１３７の２の項から１３８の項までを次のように改める。 

１ ３

７ の

２ 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律第

１１条第１項

の規定による

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定に

対する審査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定手

数料 

一

戸

建

て

の

住

宅 

仕様基準

によるも

の 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１７，０

００円 

延べ面積が

２００平方

メートル以

上のもの 

１件につ

き１８，０

００円 

仕様・計算

併用法に

よるもの 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２５，０

００円 

延べ面積が １件につ



２００平方

メートル以

上のもの 

き２８，０

００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３４，０

００円 

延べ面積が

２００平方

メートル以

上のもの 

１件につ

き３８，０

００円 

共

同

住

宅

等 

仕様基準

によるも

の 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３２，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き５６，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１０３，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き１５５，

０００円 

仕様・計算

併用法に

延べ面積が

３００平方

１件につ

き５万円 



よるもの メートル未

満のもの 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上 2,000 平

方メートル

未満のもの 

１件につ

き８５，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１４９，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き２１７，

０００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き６８，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１１５，

０００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

１件につ

き１９５，

０００円 



メートル未

満のもの 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き２８万

円 

工

場

等 

モデル建

築物基準

Ｂによる

もの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１８，０

００円 

延べ面積３

００平方メ

ートル以上

１，０００

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き２６，０

００円 

延 べ 面 積

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３７，０

００円 

延 べ 面 積

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き９５，０

００円 

延 べ 面 積

５，０００

平方メート

ル以上１万

１件につ

き１４３，

０００円 



平方メート

ル未満のも

の 

延べ面積１

万平方メー

トル以上２

５，０００

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き１７７，

０００円 

延べ面積２

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き２２万

円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２２，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き３万円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き４２，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

１件につ

き１０１，

０００円 



ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き１５万

円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１８５，

０００円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き２２９，

０００円 

工

場

等

以

外 

モデル建

築物基準

Ｂによる

もの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き８７，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１１万

円 

延べ面積が

１，０００

１件につ

き１４５，



平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

０００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２３５，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き３０７，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き３６９，

０００円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き４３３，

０００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２２７，

０００円 

延べ面積が １件につ



３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

き２８４，

０００円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３６７，

０００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き５２４，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き６４５，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き７６２，

０００円 

延べ面積が

２５，００

１件につ

き８７万



０平方メー

トル以上の

もの 

円 

備考 

 １ 仕様基準とは、建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（以下この備考において

「省令」という。）第１条第１項第２号イ（２）

及びロ（２）に定める基準をいう。 

 ２ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当

該建築に係る部分の床面積と審査を要する既

存部分の床面積の合計をいう。 

 ３ 仕様・計算併用法とは、省令第１条第１項

第２号イ（１）及びロ（２）に定める基準又

は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準を

いう。 

 ４ 工場等とは、非住宅部分（建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律第１１条

第１項の非住宅部分をいう。以下同じ。）の全

部を工場、危険物の貯蔵若しくは処理に供す

るもの、水産物の増殖場若しくは養殖場、倉

庫、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理

場、ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供

する建築物をいう。 

 ５ モデル建築物基準Ｂとは、省令第１条第１

項第１号ロに定める基準をいう。 

 ６ 複合建築物に係る建築物エネルギー消費性

能適合性判定手数料の額は、当該複合建築物

を住宅部分と非住宅部分とに区分し、住宅部

分についてはその単位住戸の数が一である場

合にあっては一戸建ての住宅と、その他の場

合にあっては共同住宅等と、非住宅部分につ

いては非住宅建築物とそれぞれみなして手数

料の額を算定した場合の当該手数料の額に相

当する額の合計額とする。 

 ７ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けた建築物エネルギー消費性能確保計画を変



更する場合は、建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料に２分の１を乗じて得た額

（その額に１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）とする。 

 ８ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けた建築物エネルギー消費性能確保計画につ

いて、建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律施行規則第１３条の規定による

軽微な変更に該当していることを証明する場

合は、建築物エネルギー消費性能適合性判定

手数料に２分の１を乗じて得た額（その額に

１００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額）とする。 

１ ３

７ の

３ 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律第

１２条第２項

の規定による

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定に

対する審査 

建築

物エ

ネル

ギー

消費

性能

適合

性判

定通

知手

数料 

一

戸

建

て

の

住

宅 

仕様基準

によるも

の 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１７，０

００円 

延べ面積が

２００平方

メートル以

上のもの 

１件につ

き１８，０

００円 

仕様・計算

併用法に

よるもの 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２５，０

００円 

延べ面積が

２００平方

メートル以

上のもの 

１件につ

き２８，０

００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

２００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３４，０

００円 

延べ面積が

２００平方

メートル以

１件につ

き３８，０

００円 



上のもの 

共

同

住

宅

等 

仕様基準

によるも

の 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３２，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き５６，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１０３，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き１５５，

０００円 

仕様・計算

併用法に

よるもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き５万円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き８５，０

００円 

延べ面積が １件につ



２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

き１４９，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き２１７，

０００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き６８，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１１５，

０００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１９５，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き２８万

円 

工

場

モデル建

築物基準

延べ面積が

３００平方

１件につ

き１８，０



等 Ｂによる

もの 

メートル未

満のもの 

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き２６，０

００円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き３７，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き９５，０

００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き１４３，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

１件につ

き１７７，

０００円 



もの 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き２２万

円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２２，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き３万円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き４２，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１０１，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

１件につ

き１５万

円 



ル未満のも

の 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１８５，

０００円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き２２９，

０００円 

工

場

等

以

外 

モデル建

築物基準

Ｂによる

もの 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き８７，０

００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１１万

円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き１４５，

０００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

１件につ

き２３５，

０００円 



０００平方

メートル未

満のもの 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き３０７，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

の も の ２

５，０００

平方メート

ル未満 

１件につ

き３６９，

０００円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き４３３，

０００円 

その他の

基準によ

るもの 

延べ面積が

が３００平

方メートル

未満のもの 

１件につ

き２２７，

０００円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き２８４，

０００円 

延べ面積が

１，０００

平方メート

１件につ

き３６７，

０００円 



ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き５２４，

０００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き６４５，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き７６２，

０００円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

もの 

１件につ

き８７万

円 

備考 

 １ 仕様基準とは、建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（以下この備考において

「省令」という。）第１条第１項第２号イ（２）

及びロ（２）に定める基準をいう。 

 ２ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当



該建築に係る部分の床面積と審査を要する既

存部分の床面積の合計をいう。 

 ３ 仕様・計算併用法とは、省令第１条第１項

第２号イ（１）及びロ（２）に定める基準又

は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準を

いう。 

 ４ 工場等とは、非住宅部分の全部を工場、危

険物の貯蔵若しくは処理に供するもの、水産

物の増殖場若しくは養殖場、倉庫、卸売市場、

火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場

その他の処理施設の用途に供する建築物をい

う。 

 ５ モデル建築物基準Ｂとは、省令第１条第１

項第１号ロに定める基準をいう。 

 ６ 複合建築物に係る建築物エネルギー消費性

能適合性判定通知手数料の額は、当該複合建

築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、住

宅部分についてはその単位住戸の数が一であ

る場合にあっては一戸建ての住宅と、その他

の場合にあっては共同住宅等と、非住宅部分

については非住宅建築物とそれぞれみなして

手数料の額を算定した場合の当該手数料の額

に相当する額の合計額とする。 

 ７ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けた建築物エネルギー消費性能確保計画を変

更する場合は、建築物エネルギー消費性能適

合性判定通知手数料に２分の１を乗じて得た

額（その額に１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）とする。 

 ８ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けた建築物エネルギー消費性能確保計画につ

いて、建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律施行規則第１３条の規定による

軽微な変更に該当していることを証明する場

合は、建築物エネルギー消費性能適合性判定

通知手数料に２分の１を乗じて得た額（その



額に１００円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額）とする。 

１ ３

８ 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律第

２９条第１項

の規定による

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画の認

定の申請に対

する審査 

建築物エ

ネルギー

消費性能

向上計画

認定申請

手数料 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上等に

関する

法律第

１４条

第１項

に規定

する登

録建築

物エネ

ルギー

消費性

能判定

機 関

（以下

「登録

建築物

エネル

ギー消

費性能

判定機

関」と

いう。）

に よ

り、建

築物の

エネル

ギー消

費性能

一戸建ての住

宅 

１件につ

き４，９０

０円 

共

同

住

宅

等 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き９，６０

０円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上２，００

０平方メー

トル未満 

１件につ

き２万円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き４４，０

００円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上のも

の 

１件につ

き８万円 

非

住

宅

建

築

物 

延べ面積が

３００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き９，６０

０円 

延べ面積が

３００平方

メートル以

上１，００

１件につ

き１６，０

００円 



の向上

等に関

する法

律第３

０条第

１項各

号に掲

げる基

準に適

合して

いると

認めら

れたも

のその

他これ

に類す

るもの

として

規則で

定める

も の

（以下

この項

におい

て「登

録建築

物エネ

ルギー

消費性

能判定

機関に

より認

められ

た も

の」と

いう。）

０平方メー

トル未満の

もの 

延べ面積が

１，０００

平方メート

ル以上２，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き２６，０

００円 

延べ面積が

２，０００

平方メート

ル以上５，

０００平方

メートル未

満のもの 

１件につ

き８万円 

延べ面積が

５，０００

平方メート

ル以上１万

平方メート

ル未満のも

の 

１件につ

き１２７，

０００円 

延べ面積が

１万平方メ

ートル以上

２５，００

０平方メー

トル未満の

もの 

１件につ

き１６万

円 

延べ面積が

２５，００

０平方メー

トル以上の

１件につ

き２０万

円 



である

場合又

は、建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能基

準等を

定める

省令第

１０条

第１号

ただし

書若し

くは同

条第２

号ただ

し書に

よる場

合 

もの 

登録建

築物エ

ネルギ

ー消費

性能判

定機関

により

認めら

れたも

の以外

のもの

である

場合 

一

戸

建

て

の

住

宅 

誘

導

仕

様

基

準

に

よ

る

も

の 

延べ面

積が２

００平

方メー

トル未

満 

１件につ

き１７，０

００円 

延べ面

積が２

００平

方メー

トル以

上 

１件につ

き１８，０

００円 

誘

導

仕

様

延べ面

積が２

００平

方メー

１件につ

き２５，０

００円 



・

計

算

併

用

法

に

よ

る

も

の 

トル未

満のも

の 

延べ面

積が２

００平

方メー

トル以

上のも

の 

１件につ

き２８，０

００円 

そ

の

他

の

基

準

に

よ

る

も

の 

延べ面

積２０

０平方

メート

ル未満 

１件につ

き３４，０

００円 

延べ面

積２０

０平方

メート

ル以上 

１件につ

き３８，０

００円 

共

同

住

宅

等 

誘

導

仕

様

基

準

に

よ

る

も

の 

延べ面

積３０

０平方

メート

ル未満 

１件につ

き３２，０

００円 

延べ面

積３０

０平方

メート

ル以上

２，０

００平

方メー

トル未

１件につ

き５６，０

００円 



満 

延べ面

積２，

０００

平方メ

ートル

以 上

５，０

００平

方メー

トル未

満 

１件につ

き１０３，

０００円 

延べ面

積５，

０００

平方メ

ートル

以上 

１件につ

き１５５，

０００円 

誘

導

仕

様

・

計

算

併

用

法

に

よ

る

も

の 

延べ面

積が３

００平

方メー

トル未

満のも

の 

１件につ

き５万円 

延べ面

積が３

００平

方メー

トル以

上２，

０００

平方メ

ートル

未満の

１件につ

き８５，０

００円 



もの 

延べ面

積 が

２，０

００平

方メー

トル以

上５，

０００

平方メ

ートル

未満の

もの 

１件につ

き１４９，

０００円 

延べ面

積 が

５，０

００平

方メー

トル以

上のも

の 

１件につ

き２１７，

０００円 

そ

の

他

の

基

準

に

よ

る

も

の 

延べ面

積３０

０平方

メート

ル未満 

１件につ

き６８，０

００円 

延べ面

積３０

０平方

メート

ル以上

２，０

００平

方メー

トル未

満 

１件につ

き１１５，

０００円 



延べ面

積２，

０００

平方メ

ートル

以 上

５，０

００平

方メー

トル未

満 

１件につ

き１９５，

０００円 

延べ面

積５，

０００

平方メ

ートル

以上 

１件につ

き２８万

円 

非

住

宅

建

築

物 

モ

デ

ル

建

築

物

基

準

Ａ

に

よ

る

も

の 

延べ面

積が３

００平

方メー

トル未

満 

１件につ

き８７，０

００円 

延べ面

積が３

００平

方メー

トル以

上１，

０００

平方メ

ートル

未満 

１件につ

き１１万

円 

延べ面

積 が

１，０

１件につ

き１４５，

０００円 



００平

方メー

トル以

上２，

０００

平方メ

ートル

未満 

延べ面

積 が

２，０

００平

方メー

トル以

上５，

０００

平方メ

ートル

未満 

１件につ

き２３５，

０００円 

延べ面

積 が

５，０

００平

方メー

トル以

上１万

平方メ

ートル

未満 

１件につ

き３０７，

０００円 

延べ面

積が１

万平方

メート

ル以上

２５，

０００

１件につ

き３６９，

０００円 



平方メ

ートル

未満 

延べ面

積が２

５，０

００平

方メー

トル以

上 

１件につ

き４３３，

０００円 

そ

の

他

の

基

準

に

よ

る

も

の 

延 べ 面

積 が ３

０ ０ 平

方 メ ー

ト ル 未

満 

１件につき

２２７，０

００円 

延 べ 面

積 が ３

０ ０ 平

方 メ ー

ト ル 以

上１，０

０ ０ 平

方 メ ー

ト ル 未

満 

１件につき

２８４，０

００円 

延 べ 面

積が１，

０ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以上２，

０ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

未満 

１件につき

３６７，０

００円 



延 べ 面

積が２，

０ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以上５，

０ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

未満 

１件につき

５２４，０

００円 

延 べ 面

積が５，

０ ０ ０

平 方 メ

ー ト ル

以 上 １

万 平 方

メ ー ト

ル未満 

１件につき

６４５，０

００円 

延 べ 面

積 が １

万 平 方

メ ー ト

ル 以 上

２５，０

０ ０ 平

方 メ ー

ト ル 未

満 

１件につき

７６２，０

００円 

延 べ 面

積 が ２

５，００

０ 平 方

メ ー ト

ル以上 

１件につき

８７万円 

備考 



 １ 建築物を建築する場合の延べ面積とは、当

該建築に係る部分の床面積と審査を要する既

存部分の床面積の合計をいう。 

 ２ 誘導仕様基準とは、建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令（以下この備考にお

いて「省令」という。）第１０条第２号イ（２）

及びロ（２）に定める基準をいう。 

 ３ 誘導仕様・計算併用法とは、省令第１０条

第２号イ（１）及びロ（２）に定める基準又

は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準を

いう。 

 ４ モデル建築物基準Ａとは、省令第１０条第

１号イ（２）及びロ（２）に定める基準をい

う。 

 ５ 複合建築物に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画認定申請手数料の額は、当該複合

建築物を住宅部分と非住宅部分とに区分し、

住宅部分についてはその単位住戸の数が一で

ある場合にあっては一戸建ての住宅と、その

他の場合にあっては共同住宅等と、非住宅部

分については非住宅建築物とそれぞれみなし

て手数料の額を算定した場合の当該手数料の

額に相当する額の合計額とする。 

 ６ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律第２９条第３項に規定する他の建築

物（以下「他の建築物」という。）に関する事

項（同項各号に掲げる事項をいう。以下同じ。）

が記載された場合の建築物エネルギー消費性

能向上計画認定申請手数料の額は、同項に規

定する申請建築物及び他の建築物（以下「申

請建築物等」という。）ごとにそれぞれ建築物

エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料

の節に掲げる区分に応じ、当該手数料の額の

欄に定める額を合算した額とする。 

 ７ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律第３０条第２項の規定による申出が



あった場合の建築物エネルギー消費性能向上

計画認定申請手数料の額は、建築物エネルギ

ー消費性能向上計画認定申請手数料の節に掲

げる区分に応じ当該手数料の額の欄に定める

額に、４７の項に掲げる区分に応じ、当該手

数料の額の欄に定める額を加算した額とす

る。 

 ８ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けなければならない建築物エネルギー消費性

能向上計画について、建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律施行規則第２９

条の規定による軽微な変更に該当しているこ

とを証明する場合は、建築物エネルギー消費

性能適合性判定手数料に２分の１を乗じて得

た額（その額に１００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）とする。 

別表第１の１３９の項中「第３６条の」を「第３１条の」に、「第３６条第２項」

を「第３１条第２項」に、「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改め、同

表１４０の項を削り、同表１４０の２の項中「同条第７項」を「第７項」に、「申

請及び」を「申請並びに」に、「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改め、

同項を同表１４０の項とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、別表第１の１２３

の項及び１２４の項の改正規定は、千葉県知事の権限に属する事務の処理の

特例に関する条例の一部を改正する条例（令和６年千葉県条例第４１号）附

則第１項第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条



第１項又は第１８条第３項若しくは第４項（これらの規定を同法第８７条の

４並びに第８８条第１項及び第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる確認済証の交付を受けた者であって、建築物の建築、大規模の修繕若し

くは大規模の模様替、建築設備の設置又は工作物の築造の工事に着手してい

るものに係る確認申請手数料、完了検査申請手数料、中間検査申請手数料、

計画通知手数料、工事完了通知手数料及び特定工程工事終了通知手数料の規

定の適用については、この条例による改正後の佐倉市手数料条例の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 


